


メイテックグループの決算IR説明をいたします。

Ⅰ.連結業績の概況、Ⅱ.単体業績の概況、Ⅲ.業績の予想、Ⅳ.配当の4つの項
目にわたって説明させていただきます。



10/3期第2四半期累計期間の業績結果は、残念ながら前年同期比で大幅な
減収、営業損失、経常損失、当四半期純損失を計上いたしました。

＜参考/業績予想＞の欄に、期初予想、並びに2009年9月15日の修正予想を
記載していますが、売上高は修正予想にほぼ近い数値であり、営業損失は期初
予想に近い水準に若干改善しています。この要因は、9月のシルバーウィーク
（休暇）に、一部の顧客企業が繁忙だったことから、稼動日数が想定より増加し、
営業損益が改善したことによるものです。

また、経常損失、当四半期純損失は期初予想より改善しています。これは、雇
用調整助成金の受給による営業外収益増が主因です。



今回の決算のポイントは、「回復シナリオの修正を行った」ことです。

期初（2009年5月13日）時点では、4月を「底」として、そこから緩やかに回復し
ていくシナリオを想定していましたが、今回、「底」を8月に修正し、そこから緩や
かな回復を想定するシナリオに修正しました。

昨年9月のリーマンショック以降、景況全体、及び当社グループの主要な顧客企
業である製造業各社の業績が大幅に落ち込んだことから、当社グループも大幅
な影響を受けました。

昨年9月以降の製造業各社は、下降する景況の中、できるだけ技術開発投資は
維持する方針であった為、3月末まで契約継続していただいた顧客企業が多く、
09/3期4Q時点も、エンジニアの稼働率は90％を超える水準を維持していまし
た。

しかしながら、前期末から当期初にかけて、大量の派遣契約の終了が発生し、
エンジニアの稼働率が70％近い水準まで下がりました。

製造業各社は、前期末時点で、技術開発投資予算も含めたパニック的なコスト
削減をされており、これ以上、技術開発投資予算を削減できないところまで低減
されたと認識していましたので、4月を「底」と見ていました。但し、すぐに受注が
回復するとは判断していませんでしたので、10/3期1Qは、ほぼフラットに推移し、
2Q以降、ゆり戻し受注が少しずつ出てくることにより、エンジニアの稼働率が緩
やかに改善していくとの想定をしていました。

しかしながら、残念ながら1Qから2Qにかけて、さらにエンジニアの稼働率が下
がる結果となりました。

この「底」に対するシナリオ変更の事由を順次説明していきます。



当期に入り、当社グループの主要顧客である製造業各社の動向は、生産状況が
少しずつ改善傾向であるとは言え、依然として前年対比60％～80％の水準の
企業がほとんどあり、技術開発投資予算も含めたコスト削減の取り組みは、継続
しています。

また、四半期ごとの予算見直しの際に、更なるコスト削減、或いは事業の縮小・
撤退を決断される顧客企業が多く、四半期ごとの予算見直しに合わせ、事業の
縮小・撤退を決断され、その結果、派遣契約の終了の影響を受けました。7月に
は約300件の契約終了が発生しました。

但し、当第2四半期累計期間における派遣契約の開始件数は、平時との比較で、
約90％の水準であり、市場が凍結しているわけではないと認識しています。しか
しながら、派遣契約の終了件数が平時以上の件数があった為、残念ながらエン
ジニアの稼働率は改善できませんでした。



過去からの連結業績推移のグラフです。



当社グループは、派遣事業、エンジニアリングソリューション事業、グローバル事業、キャリ
アサポート事業の4つの事業領域で事業を展開しており、各事業領域の収益の推移を記
載しています。主力の派遣事業は、売上の約93％を占めています。

当第2四半期累計期間におけるエンジニアリングソリューション事業とキャリアサポート事
業は、それぞれ1,200万円、1,500万円の黒字を確保しました。なお、キャリアサポート事
業の売上が低下している要因は、2009年5月に、テンプスタッフ株式会社に対し日本Ｄ
ＢＭを売却したことによるものです。



当第2四半期累計期間のグループ各社の業績結果です。



当第2四半期累計期間のメイテック単体におけるセグメント別売上高推移のグラ
フです。

自動車・輸送機器関連、半導体・集積回路関連、半導体製造装置関連の落ち
込みが大きく表れています。



営業損益の前年同期比較を記載しています。

前年同期の営業利益は、53億7,500万円であり、前年同期比では、86億
2,300万円の差額があります。売上高が151億9,300万円減少していることに
より利益が低下していますが、原価を59億5,100万円、販管費を6億1,800万
円のコスト削減を行った結果、32億4,800万円の営業損失となりました。



当第2四半期累計期間の四半期純損益についてですが、前年同期は30億
3,900万円の利益を出していますが、当四半期は12億1,400万円の損失となり
ました。

この要因は、営業損益が86億2,300万円低下した為、四半期純損益も低下し
ますが、24億700万円の雇用調整助成金収入を営業外収益として計上してい
る為、四半期純損益の改善に寄与しています。また、法人税等他の減少の影響
があり、最終的には12億1,400万円の四半期純損失となりました。



コスト削減の取り組みについてですが、原価を59億円、販管費を6億円、合計で
65億円のコスト削減を行いました。

原価は、主体がエンジニアの人件費であり、業績連動型の賃金システムの効果
により、59億円のコスト削減を実施しました。



販管費削減の内訳です。

第一に、採用休止に伴う増員コストを圧縮しています。

第二に、既存の事業運営コストである従来コストを圧縮しています。

第三に、新規事業と位置づけられるグループ事業関連のコストを圧縮しています。

一方で、ＩＴシステムの更新時期でもあり、将来的な販管費圧縮を踏まえ、ＩＴイン
フラ整備コストを増額しています。

また、現在、約2,000名の未稼動のエンジニアがいる為、全国の研修拠点で研
修を実施しており、その教育関連コストは増額しております。

上記内訳の結果、合計で6億1,800万円のコスト削減となりました。





技術者派遣事業の収益は、技術社員数・稼働率・稼働時間・平均単価の4つの
指標で決定されます。

当第2四半期累計期間における単体の売上高が低下している主因は、稼働率
の大幅な低下、及び稼働時間の低下です。なお、技術社員数及び平均単価は
ほぼフラットとなりました。

特に、平均単価がほとんど下がっていないのは、価格下落を抑止する営業努力
によるものです。



最重要の経営指標である稼働率の推移を記載しています。

直近は、5年以上に渡り、極めて高い稼働率推移でしたが、ここまで好況時期が
続いたことは、創業以来、初めてのことです。

表のようにＩＴバブル崩壊の時期、金融システム不安の時期にも稼働率が低下し
ていますが、その当時の落ち込みと比較しても、今回の落ち込みが深いことが認
識できます。



この一年半程度の稼働率推移をクローズアップしたグラフです。

09/3期3Q、及び4Qは少し低下しましたが、それでも９０％以上の高い水準の
稼働率となりました。

しかしながら、前期末の3月及び当期初の4月における派遣契約の大量の終了
を受けて、当期初から急激に稼働率が低下しています。第1Qの70％の水準か
ら第2Q以降に稼働率がゆるやかに回復していく期初のシナリオを赤い点線で表
記していますが、実際には、8月に最も低下しました。この稼働率の最下点が、
「底」を表していますが、当社が稼働率だけで「底」を認定しているわけではないこ
とを順次説明していきます。



月間の新規受注推移のグラフです。新規受注の動向は、一つの先行指標となり
ます。

新規受注は、月間で250件以上の件数の場合に好調と判断しますが、昨年9月
のリーマンショック以降、急激に新規受注件数が減少しました。



この一年半の月間の新規受注推移をクローズアップしたグラフです。

昨年9月のリーマンショック以降、急激に新規受注件数が減少していますが、特
に3月、5月においては月間の新規受注件数が100件を下回り、市場がまったく
動かない状態でした。

但し、8月は夏季休暇があり、若干低下していますが、第2四半期にかけて少し
ずつ受注が増加傾向にあります。



稼働時間推移のグラフです。

稼働時間は、売上にも大きく影響し、先行指標としても重要な指標ですが、この
指標も昨年の下半期から急激に下がっています。顧客企業がコスト削減を実施
する際、契約終了より先にまず残業（稼働時間）を削減することにより、コストの
抑制を図ります。

一方で、回復過程の際は、増員よりも先に残業を増やすという形で取り組まれる
為、この稼働時間推移を先行指標として重要視しています。



この一年半の稼働時間推移をクローズアップしたグラフです。

稼働時間も、昨年9月のリーマンショック以降、低下しています。

先行指標となる稼働時間は、稼働率低下よりも早く09/3期4Qから急落し、
10/3期1Q・2Qと同水準に低下していますが、10/3期1Qと2Qの比較では2Q
の方が上昇基調にあります。



稼働時間、新規受注、契約開始における10/3期1Qと2Qの四半期平均値を比
較したグラフです。

すべての指標が1Qから2Qにかけて改善基調にあることから、その結果としての
稼働率が8月に「底」を打ったと推定しています。現時点では、100％の断定は
残念ながらできませんが、8月を「底」として緩やかに回復するシナリオを想定して
います。



平時には開示しませんが、有事の実態を正しくご理解いただくために契約実績
のデータを開示しています。

月次で、契約開始件数が契約終了件数より多ければ稼働率が上昇しますが、逆
の場合は、稼働率が低下します。4月以降、4ヶ月に渡り、契約開始件数が契約
終了件数を下回っており、その結果、残念ながら稼働率が低下しました。しかし
ながら、8月、9月は若干ですが契約終了件数より契約開始件数が上回った為、
稼働率が改善しました。

下半期の見方の参考として、10月の実績を開示しています。10月は半期の大き
な区切りですので、この時期においても、予算の見直しをされた顧客企業が相当
数あり、約280件の契約終了がありました。一方で契約開始も約220件ありまし
たが、開始終了の差により、10月は若干、稼働率が低下する見込みです。

今後の見通しとして、2010年1月における契約終了の発生件数が、今後の回
復動向を見極めるための重要な時期になります。現時点では、7月及び10月の
ような大量の契約終了は無く、ほぼ平時並みの水準に戻ると想定していますの
で、下半期は緩やかに稼働率が改善していくと見ています。





下半期における市況の見方ですが、顧客企業のコスト削減策は継続されると見
ています。顧客企業は上半期に選択と集中の結果、事業の縮小・撤退等を実施
されましたが、下半期は技術開発投資を少しずつ再開する企業が出てくると考
えています。但し、企業間格差が大きく、まだら模様が続くと見ています。また、
契約終了件数が11月以降は少し落ち着くと考えており、下半期は一定の稼働
率の改善が可能であると見ています。

また、今回の不況は単なる景気後退ではなく、あらゆる業界が構造的な転換を
求められています。自動車業界を例にしますと、「ガソリンのモータリゼーション」
から「エレクトロニクスのモータリゼーション」への転換、具体的には「ハイブリッド
化」「ＥＶ化」が進みつつあります。まだ大型受注にはなっていませんが、このよう
な転換が自動車業界だけではなく、各業界でこれから出てくることを期待してい
ます。来期に向け、各業界において、このような流れが出てくると、当社グループ
への受注増に繋がります。



前段の下半期動向も踏まえた10/3期通期の業績予想です。

なお、今回の10/3期通期の業績予想には、雇用調整助成金の受給見込分を
含めています。期初時点では未定であった為、含めませんでしたが、上半期は受
給実績があった為、今回は含めています。

下半期の売上高および営業損益は上半期より低下する想定ですが、下半期は
上半期に比べ稼働日数がカレンダーの影響により少ないこと、また自主退職に
伴う技術社員数の減少による売上高減が主因です。



雇用調整助成金の実績と予想です。

下半期も上半期並みの25億円の受給申請をする予定です。



グループ各社の10/3期通期の業績見通しです。



10/3期通期の業績予想の前提条件です。

メイテック単体の稼働率は、下半期も上半期と同じ水準を想定しています。上半
期は、4月から少しずつ下降しましたが、下半期は8月を「底」として、そこからゆ
るやかに上昇していく想定です。

稼働時間も緩やかな改善を想定しています。



10/3期通期におけるコスト削減の見通しです。

当期は原価を107億円圧縮し、販管費を12億円圧縮し、合計で119億円のコ
スト削減に取組む予定をしています。期初見通しにおけるコスト削減の取組み額
合計は、85億円の見通しでしたが、売上高が更に減少する見込みの為、さらに
34億円のコスト削減を実施いたします。







従前からの、当社グループにおける株主還元に対する基本的な考え方です。

配当、自社株式の取得による株主還元を実施してきましたが、2009年5月13
日の09/3期決算発表の際、期末配当については、期末時点において、翌年度
の必要なワーキングキャピタルが確保できていることが前提と発表させていただ
きました。



当第2四半期末の配当金は、期初公表通り、雇用調整助成金を除外した連結
株主資本配当率（DOE）5％相当を実施させていただきます。

しかしながら、現時点では雇用調整助成金を除外した場合には、来期（翌年度）
における必要事業資金の確保が十分と言える状況ではない為、誠に遺憾ではあ
りますが、期末配当をゼロとさせていただく予定です。

現在、多額の雇用調整助成金を受けており、一日も早く、公的支援に頼らず、
自力で利益を出し、業績を回復し、復配を目指していきたいと考えています。



最後に今後の中長期的な見通しについて説明します。

この図表は、2009年5月13日の09/3期決算発表時に開示したものと同じ図
表です。

景況は依然として不透明ですが、一方で、顧客企業である国内の大手製造業各
社は、事業の選択と集中を着実に進められています。その結果として、上半期は
エンジニアの稼働率が低下いたしました。同時に、在庫調整を進め、生産動向
が前期比6～8割の水準で安定稼働が進んだ結果、一定のゆり戻し受注も発生
しました。ただし、上半期は契約終了件数の方が多かったということです。

また、技術者派遣業界は、選別と淘汰が起きつつあります。昨年までは、繁忙で
あった為、複数の派遣事業者と取引されてきた多くの顧客企業においても、今
回の不況を契機に、健全な事業者としか付き合わないという選別が業界内で起
きています。

①コンプライアンスが担保できること、②安心して顧客企業と取引が出来る財務
基盤があること、③顧客企業が求める高い付加価値を提供できる人材育成力を
持つこと、この3つの観点から顧客企業が選別を進められていることから、これ
らが業界の中で生き残りの条件となります。

顧客企業は、攻めのＲ＆Ｄ、更なるグローバル化、戦略的なアウトソーシングの進
展の視点にて、長期に安心して付き合えるパートナーを選別する方向に向かうと
考えています。

このような動向も踏まえ、足元は不透明ですが、生き残りの3つの条件を確実に
実施することにより、危機を乗り越えて次の成長につなげていきたいと考えてい
ます。

また、グループ事業戦略の見直し検討も行っていますが、情報開示が必要な場
合には適宜行っていきます。


















